
改

正

後

改

正

前

（
法
第
二
条
第
二
項
第
二
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
態
）

第
一
条

運
輸
安
全
委
員
会
設
置
法
（
昭
和
四
十
八
年
法
律
第
百
十
三
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
二
条
第
二

項
第
二
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
態
は
、
次
に
掲
げ
る
事
態
と
す
る
。

（
新
設
）

一

機
長
が
航
行
中
他
の
航
空
機
と
の
衝
突
又
は
接
触
の
お
そ
れ
が
あ
っ
た
と
認
め
た
事
態
そ
の
他
航
空
法
施

行
規
則
（
昭
和
二
十
七
年
運
輸
省
令
第
五
十
六
号
）
第
百
六
十
六
条
の
四
各
号
に
掲
げ
る
事
態
（
同
条
第
六

号
、
第
九
号
及
び
第
十
号
に
掲
げ
る
事
態
に
あ
っ
て
は
、
航
行
中
の
航
空
機
に
つ
い
て
発
生
し
た
も
の
に
限

る
。）

二

次
に
掲
げ
る
事
態
（
イ
又
は
ロ
に
掲
げ
る
事
態
に
あ
っ
て
は
、
航
行
中
以
外
の
航
空
機
に
つ
い
て
発
生
し

た
も
の
に
限
る
。）で
あ
っ
て
、
特
に
異
例
と
認
め
ら
れ
る
も
の

イ

航
空
法
施
行
規
則
第
百
六
十
六
条
の
四
第
六
号
、
第
九
号
及
び
第
十
号
に
掲
げ
る
事
態

ロ

航
空
機
が
損
傷
（
発
動
機
、
発
動
機
覆
い
、
発
動
機
補
機
、
プ
ロ
ペ
ラ
、
翼
端
、
ア
ン
テ
ナ
、タ
イ
ヤ
、

ブ
レ
ー
キ
又
は
フ
ェ
ア
リ
ン
グ
の
み
の
損
傷
を
除
く
。）を
受
け
た
事
態
（
当
該
航
空
機
の
修
理
が
航
空
法

施
行
規
則
第
五
条
の
六
の
表
に
掲
げ
る
作
業
区
分
の
う
ち
の
大
修
理
に
該
当
し
な
い
場
合
を
除
く
。）

ハ

航
空
機
の
プ
ロ
ペ
ラ
、
回
転
翼
、
脚
、
方
向
舵だ

、
昇
降
舵だ

、
補
助
翼
又
は
フ
ラ
ッ
プ
が
損
傷
し
、
当
該

航
空
機
の
航
行
の
開
始
に
支
障
を
生
じ
た
事
態

ニ

イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
事
態
に
準
ず
る
事
態

（
法
第
二
条
第
三
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
重
大
な
事
故
）

（
法
第
二
条
第
三
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
重
大
な
事
故
）

第
二
条

法
第
二
条
第
三
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
重
大
な
事
故
は
、
次
に
掲
げ
る
事
故
と
す
る
。

第
一
条

運
輸
安
全
委
員
会
設
置
法
（
昭
和
四
十
八
年
法
律
第
百
十
三
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
二
条
第
三

項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
重
大
な
事
故
は
、
次
に
掲
げ
る
事
故
と
す
る
。

一
〜
七

（
略
）

一
〜
七

（
略
）

（
法
第
二
条
第
四
項
第
二
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
態
）

（
法
第
二
条
第
四
項
第
二
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
態
）

第
三
条

（
略
）

第
二
条

（
略
）

（
法
第
二
条
第
六
項
第
二
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
態
）

（
法
第
二
条
第
六
項
第
二
号
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
態
）

第
四
条

（
略
）

第
三
条

（
略
）
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則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
航
空
法
及
び
運
輸
安
全
委
員
会
設
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
令
和
二
年
六
月
十
八
日
）
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
一
条
中
航
空
法
施
行
規
則
第
十
八
条
及
び
第
二
十
三
条
の
二
の
改
正
規
定

は
、
令
和
二
年
一
月
三
十
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

こ
の
省
令
の
施
行
前
に
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
航
空
法
施
行
規
則
（
以
下
「
旧
規
則
」
と
い
う
。）第
二
十
五
条
の
規
定
に
よ
り
修
理
改
造
検
査
申
請
書
を
提
出
し
た
者
に
係
る
修
理
改
造
検
査
に
つ
い
て
は
、
当
該
修
理
改

造
検
査
に
限
り
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

第
三
条

こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
交
付
さ
れ
て
い
る
旧
規
則
第
十
四
号
様
式
に
よ
る
予
備
品
証
明
書
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
予
備
品
証
明
書
」
と
い
う
。）は
、
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
航
空
法
施
行
規
則
（
次
条
第
一
項
に
お
い

て
「
新
規
則
」
と
い
う
。）第
十
四
号
様
式
に
よ
る
予
備
品
証
明
書
（
次
項
に
お
い
て
「
新
予
備
品
証
明
書
」
と
い
う
。）と
み
な
す
。

２

旧
予
備
品
証
明
書
を
有
す
る
者
は
、
当
該
旧
予
備
品
証
明
書
と
引
換
え
に
、
新
予
備
品
証
明
書
の
交
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
四
条

こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
交
付
さ
れ
て
い
る
旧
規
則
第
十
七
号
の
二
様
式
に
よ
る
設
計
基
準
適
合
証
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
設
計
基
準
適
合
証
」
と
い
う
。）は
、
新
規
則
第
十
七
号
の
二
様
式
に
よ
る
設
計
基
準
適
合
証
（
次
項
に

お
い
て
「
新
設
計
基
準
適
合
証
」
と
い
う
。）と
み
な
す
。

２

旧
設
計
基
準
適
合
証
を
有
す
る
者
は
、
当
該
旧
設
計
基
準
適
合
証
と
引
換
え
に
、
新
設
計
基
準
適
合
証
の
交
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
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